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(水産）

造船、海運、基盤整備等につ
いては１（２）ア等に記載

　 令和4年度
(2022年度)

令和5年度
(2023年度)

令和6年度
(2024年度)

令和7年度
(2025年度)

令和8年度
(2026年度)

令和9年度
(2027年度)

3)みどりの食料システム戦略に基づく取組の推進

1)漁港における海業等を

推進するための仕組みづくり、

制度の見直し

2)浜の活力再生プランの見直し

漁港における海業等の推進、関係省庁・自治体等との

連携体制の構築、広報の強化等

新たな浜の活力再生プランの着実な推進による漁業者の所得向上

等

漁港における新たな海業等の取組件数

（目標：令和８年度までに、500件）
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ア 海洋調査・観測体制の
    強化

イ 基盤技術、共通技術等に
    よる海洋科学技術の振興

ウ 市民参加型科学の推進

令和8年度
(2026年度)

令和9年度
(2027年度)

　 令和4年度
(2022年度)

令和5年度
(2023年度)

令和6年度
(2024年度)

令和7年度
(2025年度)

1)「AUV戦略」の策定 「AUV戦略」の実施

1)技術開発も含めた海洋観測網の維持・強化、定期的・持続的・包括的な海洋調査・観測の実施

2)海洋調査船等の調査システムの着実な整備及び新たな調査機器の開発・新技術の導入

2)高精度・効率的な観測・探査に向けた通信技術、センサー等の研究開発

「市民参加による海洋総合知創出手法構築プロジェクト」の実施

令和5年度戦略目標「海洋とCO2の関係性解明と機能利用」の下での戦略的創造研究推進事業の実施

3)海洋調査船、無人探査機、有人探査船、試験水槽、スーパーコンピュータ等の研究プラットフォームの整備・運用

3)精密な地理空間情報の整備のための水路測量・測地観測等の実施

等

等

等
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令和8年度
(2026年度)

令和9年度
(2027年度)

ア　情報インフラ及びデー
      タ解析技術の整備

　 令和4年度
(2022年度)

令和5年度
(2023年度)

令和6年度
(2024年度)

令和7年度
(2025年度)

イ　データの共有・利活用
      の促進

2)海洋状況表示システム「海しる」等を活用した海洋情報の共有体制の強化

1)スーパーコンピュータ、大容量の観測データ通信に必要な基盤技術等の整備・運用

1)「データ統合・解析システム（DIAS）」の運用・利用拡大

3)サイバーセキュリティの対策の実施

2)海洋のデジタルツインの構築
等

等
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研究開発

国際協力

持続的な利用

　
令和4年度

(2022年度)
令和5年度

(2023年度)
令和6年度

(2024年度)
令和7年度

(2025年度)
令和8年度

(2026年度)
令和9年度

(2027年度)

1)北極域研究船の着実な建造

北極評議会を始め関

連国際会議における

情報収集・政策発信

北極海航路に関する情報収集や産学官での情報共有

北極域研究船の運航

国際研究プラット

フォームとしての

運用

3)ArCSⅡ等による北極域研究の推進

北極評議会を始め関

連国際会議における

情報収集・政策発信

北極評議会を始め関

連国際会議における

情報収集・政策発信

北極評議会を始め関

連国際会議における

情報収集・政策発信

北極評議会を始め関

連国際会議における

情報収集・政策発信

北極評議会を始め関

連国際会議における

情報収集・政策発信

2)北極域研究船の国際研究プラットフォームとしての運用に向けた検討・準備

等

等

等

北極海航路、

北極域にお

ける

鉱物資源・

生物資源開

発等

「我が国の北極政策」（平成27年総合海洋政策本部決定）の着実な実施

「みらいⅡ」の着実な建造（R8年度就航）と運用

結果を活用

結果を活用

活用

結果を活用

協力分野拡大のた

めの可能性に関す

る調査事業

・「みらいⅡ」を活用した北極

域研究の加速

・「みらいⅡ」の国際研究プラット

フォームとしての活用

「みらい」を活用した北極域研究の加速

・国際シンポジウム・ワークショップの

開催

・大阪万博の機会を活用した情報発信等
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ウ 持続可能な海洋の構築に
    向けた協力強化

イ 総合的な海洋の安全保障
    に向けたインド太平洋
    地域等の諸外国との
    連携強化

令和8年度
(2026年度)

令和9年度
(2027年度)

ア 「海における法の支配」
     及び国際ルール形成の
     主導

　 令和4年度
(2022年度)

令和5年度
(2023年度)

令和6年度
(2024年度)

令和7年度
(2025年度)

第20回ＩＩSSアジア

安全保障会議

（シンガポール）

ＩＩSSアジア

安全保障会議

（年1回開催）

（シンガポール）

ＩＩSSアジア

安全保障会議

（年1回開催）

（シンガポール）

ＩＩSSアジア

安全保障会議

（年1回開催）

（シンガポール）

ＩＩSSアジア

安全保障会議

（年1回開催）

（シンガポール）

2)2021～2030年「国連海洋科学のための10年」

持続可能な開発目標

（SDG）14

実施支援国連会議

（国連海洋会議）

1)日本が表明した自主的取組やアクションプラン等の着実な実施・履行

第19回ＩＩSSアジア

安全保障会議

（シンガポール）

第7回日ASEAN

防衛担当大臣会合

第9回拡大ASEAN

国防相会議

（ADMMプラス）

1)日ASEAN防衛担当大臣会合、拡大ASEAN国防相会議（ADMMプラス）等

国際枠組みを積極的に活用し、我が国の安全確保や関係各国と海洋の安全に関する

協力関係を強化する。

等

等

2)国際連合等における海洋に関する議論への積極的な対応
（IMO等における海洋に関する国際ルールの策定や国際連携・国際協力に主体的に参画し、

各施策の進捗に応じ発信・連携を強化する。）

1)アワオーシャン会議等の活用
（ハイレベルによる出席やコミットメントの発表、海洋基本計画や官民含む日本モデルの発信等を通じて国際社会における

我が国のプレゼンス強化、「海における法の支配」及び科学的知見に基づく政策の実施」の浸透を推進する。）

2)海上法執行能力強化のための人材育成

海上法執行能力強化のための技術協力、研修等の実施

（目標：令和７年度までに、20か国以上、800人以上）

第8回日ASEAN

防衛担当大臣会合

第10回拡大ASEAN

国防相会議

（ADMMプラス）
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令和8年度
(2026年度)

令和9年度
(2027年度)

イ 子どもや若者に対する
    海洋に関する教育の推進

ア 海洋人材の育成・確保

　 令和4年度
(2022年度)

令和5年度
(2023年度)

令和6年度
(2024年度)

令和7年度
(2025年度)

各分野に応じて専門人材を育成・確保

1)海洋教育推進事業等による海洋教育の推進

2)海の日イ

ベント等

海の日イ

ベント等

海の日イ

ベント等

海の日イ

ベント等

海の日イ

ベント等

4)船員・水産業等での若年者の確保・女性活躍の推進等の多様な人材の育成と確保

等

等

2)産学官の連携による船員教育機関での乗船実習教育における多科・多人数配乗の改善（商船

系大学におけるカリキュラム改定の乗船実習計画への反映）

1) 海洋産業の育成と構造転換に対応した人材の育成・確保等

3)諸施策による船員への就業・定着の推進



58



59




